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令和６年 不当労働行為事件一覧表（２月末現在）

１ 前年繰越事件

整理 事 件 番 号 申 立 終 結 処理 調査 審問

業 種 名 申 立 要 旨 年月日

番号 （労組法該当号） 年月日 終結区分 日数 回数 回数

４年１号 Ｘが加入するＡ労働組合は、令和３年（2021

１ 年）５月18日及び同年６月18日、３６協定締結 ４.１.13 － － ０回 ０回

道路旅客運送業 に関する団体交渉を申し入れた。これに対し会 （10回）（２回）

（バス専業） 社は、組合執行委員長Ｂが、同年４月29日に定 （係属中）

年退職し従業員としての地位を喪失したため、

組合員資格及び執行委員長資格を失ったと主張

４年２号事件と し、Ｂ執行委員長名義の上記申入れに応じず、

併合(４.４.13) また、同様の理由で、同年９月８日、同年10月

25日及び同年12月６日に組合が申し入れた暖房

手当等に係る団体交渉申入れにも応じなかっ

た。しかしながら、会社は、同年11月１日、

Ｂ執行委員長名義の団体交渉を拒否する一方

で、自らが組合の正当な代表権限を有すると主

張するＣとの間で３６協定を締結した。Ｃは組

合の副執行委員長であったが、勝手に会社や外

部と交渉してその内容を組合執行委員会に説明

しないなど、組合役員としての業務を怠り、組

合内部を混乱させる言動が目立っていたことか

ら、同年10月26日、Ｘを筆頭とする組合員から

弾劾請求を受けていた。そのため、組合は、弾

劾請求の投票結果が判明するまでは、Ｃの副執

行委員長権限の停止を確認し、Ｃが「組合委員

長代行」名義で申し入れた団体交渉は組合の意

思に基づくものではない旨を会社に伝達した。

しかしながら、会社は、Ｃが組合の正当な代表

者であると勝手に判断し、Ｃとの３６協定の締

結を強行した。

Ｃに対する弾劾請求を受け、組合は、同月26

日に選挙管理委員会を発足してＣの信任投票の

開票日を同年11月５日と決定し、その旨を選挙

情報として組合員に告知した。しかしながら、

投票日の前日であった同月２日、Ｘは、同月16

日付けでＹ１出張所への異動内示を受けた。組

合は、同月３日、Ｘの異動理由、その必要性及

び人選基準等に係る団体交渉を申し入れたが、

会社がこれを拒否したため、同月９日、再度団

体交渉を申し入れ、労働協約により異動の実施

については労使協議が必要であることを伝え

た。しかしながら、会社は、団体交渉申入れ書

面を返却し、団体交渉を拒否した。Ｘは、異動

理由に納得できないものの、業務命令違反を理

由に懲戒処分を受けるおそれがあったことから

異議を留めた上でＹ１出張所へ赴任する旨の通

知書を会社に提出したが、会社総務部は、この

書面の受領を拒否した。Ｘへの配置転換命令は、

通勤手当を削減する代替措置として最寄りの営

業所に組合員を配置するという、労使間の申し

合わせを一切無視した対応である。そのため、

Ｘは、従来は通勤に５分もあれば足りたところ、

片道１時間をかけて自家用車にて通勤し、ガソ

リン代も自ら支弁しなくてはならなくなり、シ

フトによっては睡眠時間が十分に確保できない
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整理 事 件 番 号 申 立 終 結 処理 調査 審問

業 種 名 申 立 要 旨 年月日

番号 （労組法該当号） 年月日 終結区分 日数 回数 回数

(続き) 状況に追い込まれている。

また、会社は、Ｘへの配置転換命令後、Ｃに

対する弾劾請求を次席の立場でとりまとめたＤ

に対してもＹ２出張所への配置転換を命じ、さ

らに同年末、Ｂら現組合執行部と近い関係にあ

り選挙管理委員会の管理委員を務めたＥに対し

てもＹ３への配置転換を命じた。しかしながら、

Ｅは会社において都市間バスの運転手を務める

14名のうちの一人であり、Ｅの異動により、新

たに別の従業員を都市間バスの運転手とするた

めに新たに研修を受けさせる必要があるのだか

ら、あえてＥに配置転換を命じることは、組合

員に対して報復人事を行うという会社の姿勢を

（１） 鮮明にしている。

４年２号 会社は、組合執行委員長Ａ名義の３６協定等

２ に関する団体交渉申入れに対し、Ａが令和３年 ４.２.16 － － ０回 ０回

道路旅客運送業 （2021年）４月29日に定年退職し従業員として （10回）（２回）

（バス専業） の地位を喪失したため、組合員資格及び執行委 追加申立 （係属中）

員長資格を失ったと主張し、同年５月31日以降、５.２.10

団体交渉を拒否している一方で、同年11月１日、

自らが組合の正当な代表権限を有すると主張す

るＢとの間で３６協定を締結した。Ｂは組合の

副執行委員長であったが、組合役員としての職

務怠慢等を理由に、同年10月26日、Ｃ及びＤを

筆頭とする組合員から弾劾請求を受けており、

組合は、Ｂの副執行委員長としての権限を一時

停止し、Ｂとの話合いに応じないよう会社に抗

議・警告をしていた。

会社は、Ｃに対し、同年11月16日付けでＹ１

営業所からＹ２出張所へ、Ｄに対し、同年12月

16日付けでＹ３営業所からＹ４出張所への配転

命令を行った。これにより、Ｃらは、従来通勤

に６分もあれば足りたところ、自家用車で片道

１時間程度かかるようになったため、睡眠時間

を十分に確保できず、ガソリン代も自ら支弁し

なくてはならない状況に追い込まれている。ま

た、会社は、同月28日、Ｅに対し、令和４年（2

022年）１月16日付けでＹ１営業所からＹ５営

業所への配転命令を行った。Ｅは、仮に配転命

令に従うと通勤時間が20分から１時間50分とな

り単身赴任を強いられるため、配偶者と相談の

上で退職を余儀なくされた。さらに会社は、同

月19日、Ｆに対し、同年２月１日付けでＹ１営

業所からＹ５営業所への配転命令を行った。Ｆ

は、仮に配転命令に従うと通勤時間が５分から

２時間となり転居を余儀なくされ、高齢の母親

の介護が困難となるものの、配転命令を拒否し

た場合には解雇処分される可能性があるため、

これを回避する趣旨で暫定的に配転命令に従う

か否か、現在も悩んでいる。つまり、Ｃらへの

配転命令は、上記弾劾請求に主導的に関与した

Ｃ及びＤ並びに弾劾請求成立後に行われた副委

員長選任のための選挙管理委員会委員長及び管

理委員に選任されたＥ及びＦへの報復人事とし

て行われており、Ｃらは組合活動への参加を萎
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整理 事 件 番 号 申 立 終 結 処理 調査 審問

業 種 名 申 立 要 旨 年月日

番号 （労組法該当号） 年月日 終結区分 日数 回数 回数

(続き) 縮してしまう状況に追い込まれている。

そもそも労使間において、過去にコスト削減

の一環として通勤手当の不支給を決定した際

に、勤務地については一方的な配置転換を行わ

ないと労働協約で定めており、Ｃらへの配置転

換は労使の申合せを一切無視して行われてい

る。また、会社は、Ｃらへの配転命令について、

Ｃらが適当な人材であること、人事会議の決定

事項であること等と具体的な理由を説明してい

ない。

なお、会社は、Ｃらへの配置転換に係る組合

からの団体交渉申入れに対し、申入れ書面を返

却し、また、組合が同年１月30日定期大会にお

いて、Ａに対する定年後再雇用拒否が組合規約

における解雇に該当するとして、Ａの組合員と

しての資格が継続されることを満場一致で再確

認し、その旨を会社に通知した後も、団体交渉

を拒否し続ける態度をとっている。

（追加申立(５.２.10)）

上記各配転命令以降、Ｃ及びＦはこれに従わ

ずに欠勤状態を続けていたところ、会社は令和

４年（2022年）12月12日付け事情聴取書を送付

し、同月16日に実施される賞罰委員会への出頭

を求めた。これに対し、上記各配転命令の無効

を求める訴訟が係属する函館地方裁判所への上

申書において、Ｃ及びＦは会社に対してＹ１営

業所でバス乗務員として就労させるように改め

て請求し、同月15日までにその諾否を明らかに

するように求めた。そうしたところ、同裁判所

裁判官の取り計らいにより、会社代理人弁護士

が会社と協議して対応する取扱いとなった。し

かしながら、会社代理人弁護士は、係属事件以

外の代理権を有していないことを理由に同月15

日を過ぎても何らの回答をしなかった。このよ

うな事実関係を経て、同月19日付けで、長期に

渡る無断欠勤を理由とする就業規則違反により

Ｃ及びＦに対する懲戒解雇処分がなされた。

Ｃ及びＦは、上述のとおりＢに対する弾劾請

求に関与したことに加えて、同年11月4日に実

施された労働委員会における本事件の審問にお

いて各配置転換が不当である旨の証言をしてお

り、Ｃ及びＦに対する懲戒解雇処分はこれらを

理由としてなされたものである。

また、労働協約によれば、配転命令や懲戒解

雇処分を行う場合には労使協議を要すると規定

されている。それにもかかわらず、会社は労使

協議を経ずに上記各配転命令やＣ及びＦに対す

る懲戒解雇処分を行っており、組合の団結権及

（１・３） び団交権を軽視しているといえる。

４年３号 従前、組合員の暖房手当について、支部を有

３ する申立人組合が全道一律の要求額を決定した ４.２.24 － － ０回 ０回

道路旅客運送業 上で要求書を提出し、集団交渉方式の下で締結 （８回）

（バス専業） した中央協定書に基づいて各支部で交渉及び協 追加申立 （係属中）

定の締結がされてきたが、令和２年（2020年） ５.１.25

度は、新型コロナウイルスの感染拡大を考慮し、
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整理 事 件 番 号 申 立 終 結 処理 調査 審問

業 種 名 申 立 要 旨 年月日

番号 （労組法該当号） 年月日 終結区分 日数 回数 回数

(続き) Ｘ１支部と会社との間で個別交渉方式による団

体交渉を行い協定締結に至っていた。組合は、

令和３年（2021年）度においても昨年度と同様

の方式での交渉を行う方針とし、同年９月８日

付け書面にてＸ１支部と連名で団体交渉を申し

入れたところ、会社は、Ｘ１支部執行委員長Ａ

の執行委員長資格に疑義があるとしてこれを拒

否し、その後のＸ１支部単独の申入れ及び再度

の連名申入れも同様の理由で拒否し続けた。

Ｘ１支部内において副執行委員長Ｂが組合分

断行動を行い、それを会社が支援するという状

況が続いていたため、Ｂに対し組合員Ｃらによ

り弾劾請求がなされ、選挙管理委員会が行った

信任・不信任投票の結果Ｂの不信任が可決され

たところ、会社は、Ｂの弾劾請求及びこれを受

けて設置された選挙管理委員会に関与したＣら

４名の組合員を遠方の営業所（出張所）に異動

させるという配置転換命令を出した。組合は、

会社がＸ１支部からのＣらの配置転換に係る団

体交渉申入れを拒否したため、令和４年（2022

年）２月７日、申立人組合単独で団体交渉を申

し入れたが、会社は、Ａの執行委員長資格の疑

義を理由に、労働協約に定める「組合が要求す

る」上部団体との団体交渉であると評価できな

い等と述べ、これも拒否した。

過去、基本的な労働条件について、組合と組

合員が雇用されているＹ会社を含む同業種の関

係会社との間で、集団交渉方式による団体交渉

が行われてきた。平成元年（1988年）には、会

社が同方式による団体交渉申入れを拒否したた

め、不当労働行為救済申立事件に発展したもの

の、最終的に労使間で協定が締結されて終結し、

以降、会社が集団交渉に参加してきたという経

緯がある。しかしながら、会社は、集団交渉方

式による、令和３年（2021年）10月26日に組合

が申し入れた令和３年度秋闘要求に係る団体交

渉要求も、令和４年（2022年）１月14日に組合

と組合上部組織、Ｘ１支部が３者連名で申し入

れた令和４年度春闘要求に係る交渉参加応諾要

求も、Ａの執行委員長資格の疑義を理由に拒否

した。同年２月８日、組合は、３者連名で、最

低賃金協定の締結等を要求事項とした令和４年

度春闘に関する具体的な要求書をあらためて提

出したが、会社は、Ａの執行委員長資格の疑義

を頑なに主張し、同月10日に同要求書をＸ１支

部に返却した。

（追加申立(５.１.25)）

本件救済申立てがなされた令和４年（2022年）

２月24日以降、組合は、単独又は組合上部組織、

Ｘ１支部との連名で会社に対して複数回の団体

交渉を申し入れている。また、この間、函館地

方裁判所において、Ｘ１支部に会社に対して団

体交渉を求める地位を認める仮処分決定がなさ

れ、確定した。これを受けて会社は、形式的に

団体交渉に応じると回答したものの、①Ｘ１支

部の執行委員長の組合員資格及び執行委員長と
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整理 事 件 番 号 申 立 終 結 処理 調査 審問

業 種 名 申 立 要 旨 年月日

番号 （労組法該当号） 年月日 終結区分 日数 回数 回数

(続き) しての地位に疑義があること、②組合が対面で

の団体交渉を求めているにもかかわらず、オン

ライン会議システムでの協議に固執しているこ

と、③特定の出席者の参加を拒否していること、

④速やかに団体交渉日程を調整せず、開催時間

を１時間に限定することに固執すること、⑤団

体交渉に先立って資料開示や事前照会を求めて

も誠実に対応しないこと、⑥団体交渉の申入れ

に対し、陳謝、謝罪を要求し又は誓約書の提出

を求めること、を理由として団体交渉に応じて

（２） いない。

４年６号 法人が運営する大学受験予備校に、平成８年

４ (1996年)から勤務するＡは、１年ごとに労働契 ４.７.４ ６.１.22 568日 ０回 ０回

教育、学習支援業 約を締結・更新してきたところ、令和２年(202 （７回）

0年)12月、法人から次年度の担当授業コマ数が 関与和解

週平均で当時の23コマから14コマに減少する予

定である旨通告を受け、これに納得することが

できなかったため、令和３年(2021年)１月６日、

組合に加入した。

組合は、法人に対し、同月11日付けで団体交

渉を申し入れ、Ａ組合員は、同年２月10日に法

人に労働契約法第18条第１項に基づいて、期間

の定めのない労働契約への転換を申し入れた。

同月15日に開催された第１回団体交渉では、

法人から全体ベースで23％のコマ数削減を行っ

た旨の説明はあったが、Ａに対して約40％のコ

マ数削減を行った理由の具体的説明はなかっ

た。

その後の組合と法人の文書のやり取りで、法

人は、Ａ組合員との契約は業務委託契約であり、

雇用契約ではないとの認識を示した。

Ａ組合員は、令和３年度(2021年度)４月以降、

担当授業コマ数を１週間当たり14コマとするこ

ととしたが、同年度の契約書には署名していな

い。

また、法人は、組合が要求した就業規則及び

専任講師の契約書について、その写しの提供を

拒否する回答を行い、交渉が進展しなかったた

め、Ａ組合員は、同年７月13日付けで削減した

コマ数に対応する賃金の支払を求めて民事訴訟

を提起した。

同年12月20日、法人からＡ組合員に対し、令

和４年度(2022年度)に出講依頼を予定している

授業はない旨の電子メールの送付があったが、

組合に対しては、団体交渉の申入れや当該方針

の連絡、説明等はなかった。

令和４年（2022年）１月から３月まで毎月行

った団体交渉においても、法人のＡ組合員への

出講依頼を一切行わない姿勢は変わらず、４月

以降のＡ組合員からの労務の提供の受領を拒否

（１・２・３） する姿勢を示し続けている。
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整理 事 件 番 号 申 立 終 結 処理 調査 審問

業 種 名 申 立 要 旨 年月日

番号 （労組法該当号） 年月日 終結区分 日数 回数 回数

４年７号 Ａ及びＢは、令和４年（2022年）３月１日、

５ 日刊新聞の発行を業とするＹ会社に、記者とし ４.７.４ － － １回 ０回

映像・音声・文字 て雇用された。 （８回）

情報制作業 Ａは、Ｙ会社における休日日数や時間外賃金 追加申立 （係属中）

等の割増分が未払いであること等に不満を持 ５.１.20

ち、同年５月５日に自ら３６協定締結に向け従

業員代表に立候補したところ、従業員の過半数

である５人から賛同する旨の署名を得て、同月

11日に従業員代表に選出された。なお、賛同者

は同月19日までにさらに２人増え、計７人とな

った。

従業員代表Ａは、同月17日にＹ会社の人事業

務を受託しているＺ会社の従業員Ｃを通じてＹ

会社代表取締役兼Ｚ会社代表取締役社長Ｄに対

し、３６協定等の締結に向けた協議の実施や未

払賃金の支払い等の要望を伝えた。その後、同

月31日までの間にＹ会社の取締役Ｅらから回答

を受ける機会が数回あったが、要望に対して明

確に答えることはなかった。また、同月27日、

取締役Ｅは３６協定について、従業員代表Ａに

案等を提示することなく協定書を作成し、労働

基準監督署に提出して同月23日付けで受理され

たことを明かした。

その後、Ａの従業員代表選出に賛同する署名

をした者のうち５人から賛同を取り下げる旨

の意思表示があり、うち４人が実際に取下げ

の署名をした。

同月３日、Ａ及びＢは両名を組合員とする

労働組合を結成し、翌４日朝、執行委員長Ａ

から組合の結成を知らせるメールを代表取締

役Ｄあてに送信した。

同日午後、代表取締役Ｄらは副執行委員長

Ｂを会議室に呼び出し、勤務状況等に関する

ヒアリング等を行った。

その後、取締役Ｅは副執行委員長Ｂを別の

部屋に移動させ、「人事総務付け」とする旨の

辞令書を交付するとともに、今後従事すべき

業務として会社１階の掃除や倉庫整理等と記

載した書面を渡し、さらに他の従業員がいる

２階に立ち入らないよう命じた。辞令交付の

際、副執行委員長Ｂは取締役Ｅに対し、組合

の結成を伝えるとともに、辞令に対して異議

を述べた。

代表取締役Ｄらは、引き続き執行委員長Ａ

に対しても副執行委員長Ｂと同様にヒアリン

グを行った。その中で、執行委員長Ａは、組

合を結成し、自らがその執行委員長であるこ

とについて伝えた。取締役Ｅは執行委員長Ａ

に対しても副執行委員長Ｂと同じ内容の辞令

書の交付と今後従事すべき業務等の指示を行

った。辞令交付の際、執行委員長Ａは取締役

Ｅに対し、後日異議を述べる可能性がある旨

伝え、また従前からの要求に対する回答を改

めて求めたが、取締役Ｅは回答しなかった。

同月５日、執行委員長Ａは取締役Ｅに対し、

メールで改めて上記辞令について異議がある
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整理 事 件 番 号 申 立 終 結 処理 調査 審問

業 種 名 申 立 要 旨 年月日

番号 （労組法該当号） 年月日 終結区分 日数 回数 回数

(続き) 旨伝えた。以降、組合はＹ会社に対し、再三

にわたって上記辞令の取り消しを求めたが、

Ｙ会社は同月30日まで明確に答えなかった。

同年７月１日、Ｙ会社代理人弁護士から執

行委員長Ａに対して受任通知があり、Ｙ会社

には上記辞令を撤回する意向がない旨の回答

がなされた。

（追加申立(５.１.20)）

令和４年（2022年）６月８日以降、組合は

会社に対し何度もＡ及びＢの配置転換の撤回

等に関する団体交渉の申入れを行ってきたが、

会社が不誠実な対応に終始したため、配置転

換の撤回等に関する団体交渉は行われなかっ

た。

同年７月29日、会社はＡ及びＢに対して「本

採用拒否通知」を送付し、同年８月31日の試

用期間満了をもって雇用契約を終了し本採用

（１・２・３） を拒否する旨を通知し、解雇した。

４年10号 医療法人Ｙ（以下「法人」という。）が経営

６ するＹ１病院では、３、４年ほど前から、退職 ４.11.11 － － １回 ０回

医療業 金規定が職員に対して何らの通告もなく就業規 （８回）

則の中から消失しており、職員が事務長に尋ね 追加申立（係属中）

ても「個別に退職金額を聞いてくれれば答える」４.12.23

と返答があるのみで、法人は退職金規定そのも ５.２.17

のの開示を拒否していた。 ５.７.３

令和４年（2022年）８月、Ｙ１病院の看護師 ５.12.15

長Ａは、看護師長から一般看護師へ２階級降格

を提示された問題でＸ１に個人加盟した。同月

９日に団体交渉申入書を送付し、退職金規定な

どの諸規定を含む就業規則全体の提示を要求し

たが、送付されたものは「就業規則」、「給与

規定」及び「定年後の職員の再雇用に関する規

則」のみであり、退職金規定は提示されなかっ

た。同月29日及び同年９月６日の２回の団体交

渉を経て、法人がＡの２階級降格を撤回し、看

護師長として働き続けることで双方合意した。

同年10月27日、Ａを支部長としてＸ１の支部

のＸ２が結成された。

同月28日、Ａ及びＸ１のＢ書記次長は、法人

のＣ理事長に対し、８月の団体交渉要求時の法

人の対応を踏まえ、組合結成通知書及び団体交

渉申入書等を手交し、団体交渉事項の第１項で

「退職金規定など諸規定を含む」就業規則の提

示を求めた。

同年11月２日、法人より回答書がＦＡＸで送

付されたため、同月４日、Ｘ１及びＸ２（以下

これらを併せて「組合」という。）は、再度団

体交渉申入書をＦＡＸで送付し、団体交渉の日

程候補を提示した。

ところが、同月９日、組合の要求している交

渉事項に回答することなく、法人は病棟管理日

誌のファイルに「就業規則に入れて下さい」と

書かれた付箋の付けられた「退職金支給基準表」

をはさんで、職員全員が見られる形にした。本

件申立日である同月11日現在、法人から組合に
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整理 事 件 番 号 申 立 終 結 処理 調査 審問

業 種 名 申 立 要 旨 年月日

番号 （労組法該当号） 年月日 終結区分 日数 回数 回数

(続き) 対して退職金規定などの資料提示はなく、組合

の申入書に対する返答も来ていない。

（追加申立(４.12.23)）

令和４年12月19日、Ｘ労働組合及びＸ労働組

合Ｙ１病院支部は、法人Ｙ及びＹ１病院と団体

交渉を約２時間実施した。組合は病院内会議室

での団体交渉開催を求めたが、法人はそれを拒

絶し、組合も、新型コロナウイルスの感染者数

の多い現状に鑑みて、特例として病院から２キ

ロメートル離れた区民センターでの開催を了承

した。

組合は、団体交渉事項として、就業規則およ

び労使協定の提示など、事前に申し入れていた

もののほか、３６協定及び２４協定を締結して

いるか質問したが、病院のＤ事務長および法人

のＥ次長は、その事実について知っているにも

関わらず質問に答えなかった。３６協定につい

ては、同年10月の組合結成当初から提示を求め

ており、協定が周知されていない事実について

も追及したが、法人は、組合の質問に回答しな

かった。

また、組合は組合活動で必要な場合、会議室

など法人内施設の使用を求めたが、法人側代理

人は合理的理由も述べずに施設利用を拒否し

た。

また、病院の診療受付は17時で終了するとこ

ろ、団体交渉は18時から行われ、病院１階の大

会議室は20名程度は収容可能であり、かつ入院

病棟は２階以上にあるため、入院患者等への影

響もないが、今回開催された区民センターは、

病院からおよそ２キロメートル離れた場所にあ

り、組合員に移動の労力や時間の負担が生じる

ほか、空き室の有無に団交開催日程が左右され

たり、貸会議室使用に費用負担が生じるなどの

問題があるため、次回以降の団体交渉を病院内

会議室で開催するよう求めたにもかかわらず、

法人は「病院には静謐な環境が求められ、団体

交渉にはふさわしくない」、「病院内で開催し

た実績がない」として院内開催を拒否した。

（追加申立(５.２.17)）

Ｘ組合は、令和５年２月２日付け申入書で、

労働者代表の選出方法について、同月20日に予

定している団体交渉で話し合うよう求めた。

すると法人は、同月３日の18時頃、院内メー

ル及び各階の掲示板で「2023度過半数労働者代

表選出のお願いについて」という書面を発し、

この書面で、初めて組合員含む職員は、法人が

労働者代表選出を行っていることを知った。

組合は同月６日、本件の労働者代表選出手続

における違法性を主張し、団体交渉拒否につい

ても抗議し、選出手続中止を求めたが、同月10

日、Ａ支部長の机には同月９日付け締結の「時

間外労働・休日労働に関する協定届」と題した

ファイルが置かれていた。

この間、組合はおろか職員に対しても、労働

者代表信任投票の結果すら知らされることはな
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整理 事 件 番 号 申 立 終 結 処理 調査 審問

業 種 名 申 立 要 旨 年月日

番号 （労組法該当号） 年月日 終結区分 日数 回数 回数

(続き) かった。

また、組合は、令和４年10月28日に組合結成

通知及び団体交渉申入書を手交して以来、本来

法人に周知義務があるにも関わらず周知されて

いない資料を、組合員の基本的な労働条件を把

握する必要があることを理由として、法人に提

示するよう求めているが、法人からは一部を除

いて提示されていない。

特に、就業規則は労働者の基本的な労働条件

であり、これが分からないことは自らの労働条

件が不明確であることに等しく、この提示を求

めることは労働条件の明示を求めることと同義

であり、義務的団交事項に該当する。

さらに、少なくとも親睦会規程等については、

団体交渉で法人が提示できると答えたものであ

るため、提示しないことは団体交渉で合意した

事項の反故に当たる。

（追加申立(５.７.３))

令和５年６月28日、組合と法人は区民セン

ターで団体交渉を行った。なお、組合は法人

に対し、当日の議題を事前に提示していた。

組合は事前提示した議題について法人のＦ

看護部長に質問したが、Ｆ看護部長は抽象的

な回答を繰り返し、また無言を貫き回答しな

かった。

このような交渉の中で、同月２日にＦ看護

部長からパワーハラスメントを受けたとする

Ｇ組合員が泣き出して退出したため、Ｂ書記

次長はＦ看護部長にこのハラスメント問題に

ついて質問したが、Ｆ看護部長はこの件が議

題として事前提示されていないことを理由に

回答を拒否した。さらに、法人側代理人は、

これ以上事前に提示していないことを質問す

るなら退出する旨発言し、退出の準備を始め

た。

このためＡ支部長が法人側に対し、事前に

提示した議題に戻るので席に戻るよう申し入

れたところ、法人側代理人は、Ａ支部長だけ

でなく、その場にいる組合員全員から質問の

撤回と謝罪をするよう要求した。Ｂ書記次長

が謝罪はしない旨を述べると、法人側出席者

は団体交渉を一方的に打ち切って退出した。

（追加申立(５.12.15))

令和５年６月28日に行われた団体交渉以降、

組合は同月30日付け「抗議書および申入書」

に始まり計11回にわたって未払賃金精算等の

各種事項についての団体交渉を書面で申し入

れたが、法人はこれらの申入れに一切の回答

（２・３） をせず、拒否し続けている。

４年11号 法人は、令和３年（2021年）10月、突然、組

７ 合に対し、職員宿舎の使途について主として福 ４.12.23 － － ２回 ０回

教育、学習支援業 利厚生（生活支援）目的での使用は行わないこ （８回）

と等を内容とする「職員宿舎の基本方針（案）」 （係属中）

に基づき、その保有する職員宿舎の機能を令和

７年（2025年）３月末日をもって廃止する旨を
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整理 事 件 番 号 申 立 終 結 処理 調査 審問

業 種 名 申 立 要 旨 年月日

番号 （労組法該当号） 年月日 終結区分 日数 回数 回数

(続き) 提示した。

組合は、令和４年（2022年）１月14日付けで

法人に対し、「宿舎廃止の基本方針（案）」に

関する団体交渉を申し入れ、同年２月１日、団

体交渉が実施された。

法人は、この団体交渉において、「職員宿舎

の収支状況について」と題する資料を配付した

ほかは、「職員宿舎の基本方針（案）」や組合

が法人に事前に行った質問書に対する回答書の

内容を繰り返す説明に終始したため、実質的な

交渉といえるものではなかった。

その後、組合からの質問状や資料要求に対し、

法人は回答書の交付で対応していたが、法人は、

同年７月20日付けで交渉の打ち切りを組合に通

知し、同月25日の役員会で「職員宿舎の基本方

針（案）」の内容のとおり「職員宿舎の基本方

針」を機関決定した。

組合は、同年９月21日付けで、改めて法人に

対し、「宿舎廃止の基本方針」に関する団体交

渉を申し入れたところ、法人は、同月30日付け

で、既に職員宿舎の基本方針については機関決

定済みであり、同年８月31日から同方針に基づ

く入居者説明会を実施しているところであると

し、「同基本方針の決定に基づく新たな要望等

の提案がある場合は、改めて団体交渉の申し入

れを行っていただくようお願いいたします。」

と記載した「団体交渉の申し入れに対する回答」

を交付した。

組合は、法人からの上記回答書の交付時にそ

の趣旨を担当者に確認したところ、組合が要求

する事項での団体交渉は受け付けず、団体交渉

の申入れの取下げを要求する趣旨との回答があ

（２・３） った。

５年５号 Ａは、法人から、平成31年（2019年）１月１

８ 日付けで配置転換を命ぜられ、主任から一般職 ５.10.20 － － １回 ０回

医療業 に降格させられたことから、この配置転換が不 （１回）

当であるとして、組合に加入し、法人に対し、 （係属中）

損害賠償請求訴訟（以下「本件訴訟」という。）

を提起した。

その後、Ａは、本件訴訟係属中の令和２年

（2020年）10月の組合定期大会において執行委

員長に選任され、法人は、このことを同年中に

把握しており、当時係属中であった不当労働行

為救済申立事件の審問で組合攻撃及びＡへの個

人攻撃をするなど、Ａへの敵意を示していた。

本件訴訟の第１審において、法人は、Ａが口

頭弁論期日に参加するために有給休暇を申請し

ても、認めようとせず遅刻扱いにし、証人出頭

しようとした同僚にも有給休暇を認めず、陳述

書提出で支援しようとした別の同僚が子の誕生

日に有給休暇を申請したところ認めなかった。

そこで、本件訴訟の控訴審の令和３年（2021

年）10月12日付け準備書面において、Ａの訴訟

代理人は、「被控訴人法人は･･･（中略）･･･労

働基準法39条に違反することを繰り返し行うな
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整理 事 件 番 号 申 立 終 結 処理 調査 審問

業 種 名 申 立 要 旨 年月日

番号 （労組法該当号） 年月日 終結区分 日数 回数 回数

(続き) どしているが、これは、被控訴人法人が、その

意向に逆らった職員へ嫌がらせを行い、同人を

退職に追い込むためであれば、違法行為を行う

ことも厭わない、特異かつ異常な体質を有する

ことを物語るものである。」（以下「本件表現」

という。）と主張した。

これに対し、法人は、本件訴訟終結直後の令

和４年（2022年）10月26日、本件表現が、あま

りにも度が過ぎた誹謗中傷、悪罵であり、名誉

毀損に該当するものとして、Ａに対し、損害賠

償100万円を支払うか、これに応じない場合は

（１・３） 解雇手続を進める予定である旨の通知をした。

５年６号 令和５年（2023年）10月６日、組合は、Ａ組

９ 合員の休業補償などを主題とする団体交渉の申 ５.11.14 ６.２.28 107日 ２回 ０回

医療業 入書を法人の代理人であるＢ弁護士にファック （２回）

スした。 関与和解

同月17日、組合は、団体交渉の応諾を催促す

る書面をＢ弁護士にファックスした。

同月26日、組合は、新たに３名の医師が組合

に加入したことを通知するとともに、休業を命

じられた同３名の休業補償を求めて、Ｂ弁護士

に団体交渉申入書をファックスした。

なお、同申入書で、同月30日までに何らの連

絡もない場合は、労働委員会へ救済を申し立て

る旨通知した。

同年11月２日、組合のＣ副委員長がＢ弁護士

に団体交渉の応諾を電話で催促したのに対し、

Ｂ弁護士は速やかに対応する旨回答したが、そ

れから10日が経過するも、法人側からは何ら連

（２・３） 絡がない。

２ 新規事件

整理 事 件 番 号 申 立 終 結 処理 調査 審問

業 種 名 申 立 要 旨 年月日

番号 （労組法該当号） 年月日 終結区分 日数 回数 回数

６年１号 会社の従業員であるＡは、令和５年（2023年）

10 11月７日に個人で組合に加入した。 ６.１.19 － － ０回 ０回

建設業 組合は会社に対して同月13日付け申入書を （０回）

送付してＡの加入を通知するとともに、Ａが （係属中）

会社の不適切な労務管理及びＢ事業部長のパ

ワーハラスメントが原因で体調を崩したと主

張した上で、Ａに対する謝罪及び休業補償を

要求事項とした団体交渉を申し入れ、日程等

の調整を求めた。これに対し、会社の代理人

であるＣ弁護士は組合に同月20日付け受任通

知及びご連絡を送付し、団体交渉に先立って

事実及び主張の整理を行うべきである旨を述

べ、事実関係の調査に３週間程度かかるなど

と述べて具体的な日程調整には応じなかった。

組合は会社に対して同月23日付け団体交渉

開催の申入書（再）を送付し、団体交渉は裁
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整理 事 件 番 号 申 立 終 結 処理 調査 審問

業 種 名 申 立 要 旨 年月日

番号 （労組法該当号） 年月日 終結区分 日数 回数 回数

(続き) 判とは異なりお互いに全ての証拠を整えて臨

むものではなく、まずは組合の主張を聞いて

ほしいこと、会社側の当事者の反論も聞きた

いこと等を述べ、速やかな団体交渉の応諾を

求めたが、Ｃ弁護士は組合に対して同年12月

４日付けメールを送信し、前提事実の確認を

せずに協議するのは無意味であり、むしろ今

回のような申入れが会社の調査や団体交渉の

開催を遅らせている旨を述べて応じなかった。

また、Ｃ弁護士は組合に対して同月15日付

けメールを送信し、会社が行った事実関係の

調査を報告し、Ａの体調不良が労働災害であ

るとの組合の主張は否認し、併せて会社から

の要望を提示して、これに対する組合の書面

での回答を踏まえて対面交渉に進みたいとの

考えを示した。

組合は会社に対して同日付け団体交渉開催

の申入書（再々）を送付し、これまでの会社

の対応は団体交渉拒否の域に達している旨を

述べ、改めて速やかな団体交渉の応諾を申し

入れたが、Ｃ弁護士は組合に対して同月19日

付けメールを送信し、事実及び主張の整理も

団体交渉であり、会社は既に団体交渉に応じ

ていると主張し、会社からの事実確認に関す

る要望に組合が応えないことを非難し、本件

について組合が会社の要望に対応しない場合、

会社側から労働争議のあっせん申請を検討せ

ざるを得ない旨述べた。また、Ｃ弁護士は組

合に対し令和６年（2024年）１月12日付けメ

ールを送信し、Ａは現在単に欠勤していると

認識していること、欠勤期間は相当長期にな

っており、休職命令や解雇を検討する時期に

（２・３） 入っている旨を述べた。

６年２号 組合と会社は、令和４年（2022年）５月30日

11 に賃上げ等を交渉事項とした第１回団体交渉を ６.２.16 － － ０回 ０回

建設業 開催したが、言い争いなどになった。 （０回）

同年７月22日の第２回団体交渉では、会社代 （係属中）

表者が事前連絡なく欠席し、会社側の出席者が

代理人弁護士２名であったため、組合の要求内

容について「持ち帰って検討する」とされ、話

合いは進まなかった。

組合は、会社代表者が参加できる日程での団

体交渉を強く求めたが、同年11月11日、会社代

理人から今後の団体交渉には会社代表者は出席

しない旨通知された。

その後、家族手当の支給、現場手当の支給、

慰謝料の請求等についての回答を求める書面

を組合が送付したところ、会社代理人から文

書による回答はあったが、組合が会社代表者

の出席を求め続けるのであれば団体交渉を終

了する旨の回答があった。

このような会社の対応に対し、組合は、同

年12月20日付けで北海道労働委員会に誠実団

体交渉の実施をあっせん事項とするあっせん

を申請したところ、あっせん員から令和５年
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整理 事 件 番 号 申 立 終 結 処理 調査 審問

業 種 名 申 立 要 旨 年月日

番号 （労組法該当号） 年月日 終結区分 日数 回数 回数

(続き) （2023年）２月13日付けで「組合と会社は、各

種手当、割増賃金及び昇給等について、団体

交渉を含む労使の協議を誠実に進めることを

確認する」等のあっせん案が示され当事者双

方ともに受諾した。

このあっせん案を受けて、同年３月24日付

けで会社代理人から第３回団体交渉の実施方

法が提案されたが、組合は会社の出席者は会

社代表者、会社の管理職１名及び会社代理人

の３名とすること、議事進行は組合で行うこ

とができることを提案した。

これに対し、会社代理人は、同年４月19日

付けで再度第３回団体交渉の実施方法につい

て回答し、交渉事項について双方に認識の齟

齬が生じている可能性があるため、会社作成

の組合要求事項表を添付した上で、交渉事項

に過不足があれば追記するよう要求した。

組合は、同月21日付けで、あっせんの際の

あっせん員の発言の趣旨から、交渉事項を絞

るべきと考え交渉事項を家族手当に絞った上

で団体交渉を申し入れたが、会社代理人は、

あっせん員の発言の趣旨は組合の認識とは異

なるとして再度組合要求事項表の提出を求め

た。

会社は、同年６月16日付けで一方的に会社

の家族手当の認識について書面で回答してき

たが、第３回団体交渉の提案を一向にしてこ

なかった。このため、組合が同年７月２日及

び同月９日付けで団体交渉を申し入れたが、

会社代理人から同月21日付けで労使間で団体

交渉の共通認識ができていないことを理由に

団体交渉を中止する旨の連絡があり、団体交

（２） 渉を一方的に打ち切った。

６年３号 令和６年（2024年）１月23日、Ｙから雇止め

12 通告された有期雇用の従業員Ａを含む計４名は ６.２.20 － － ０回 ０回

教育、学習支援業 Ｘ１を結成し、同月26日、Ｘ１及びＸ２（以下 （０回）

これらを「Ｘら」という。）は、この雇止め問

題について、Ｙに対して団体交渉を申し入れた。

同月30日、上記４名と同様に雇止めを通告さ

れた従業員Ｂが新たにＸ１に加盟し、同年２

月６日、初回の団体交渉を同月19日に開催す

ることが決定された。

しかしながら、同月14日、Ｙの副園長Ｃ及

び理事長Ｄは、雇止め問題が団体交渉事項で

あるにもかかわらず、Ｂに対して、Ｘらを通

さずに契約期間以降も雇用を継続したい旨打

診した。また、ＣはＡに対しても同様に雇用

を継続したい旨打診した。

同月15日、Ｘらは、Ｙが直接Ａ及びＢに対

して継続雇用を打診したことに対して抗議す

るとともに誠実な謝罪を求めた。

同月19日、初回の団体交渉が開催され、Ｙ

がＡ及びＢに対してＸらを通さずに継続雇用

を打診したことは不当労働行為に該当するこ

とを指摘したところ、Ｙの代理人弁護士は「不
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整理 事 件 番 号 申 立 終 結 処理 調査 審問

業 種 名 申 立 要 旨 年月日

番号 （労組法該当号） 年月日 終結区分 日数 回数 回数

(続き) 当労働行為とか団体交渉拒否とは考えておりま

せん」などと述べ、Ｘらに対する謝罪をしな

（２・３） かった。

（注）１ 調査回数、審問回数は当該年の回数を記載。なお、( )は総計。

２ 審査期間の目標について当委員会は180日（全終結事件の１件当たり平均処理日数）と定めている。


